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Society5.0 の到来と「情報活用能力」の育成
Society5.0 の到来

様々な知識・情報の共有による新たな価値の創出により、社会的課題を克服

「情報活用能力」の育成

「学習指導要領」：全国のどの地域でも一定の水準の教育を受けられるよう、法令に基づき定められた

各学校で教育課程（カリキュラム）を編成する際の基準。小・中・高などの学校種ごとに、各教科

等の目標や大まかな教育内容が定められている。

Ⅰ ＩＣＴを活用した教育を取り巻く状況
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学習の基盤となる資質・能力の一つに「情報活用能力」を位置付けている。

学校におけるＩＣＴ活用場面
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ＩＣＴ活用に係る国際的な比較

ＩＣＴ活用の国際比較 日本の学校でのＩＣＴ活用状況はかなり低い
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なお、学校におけるＩＣＴを活用した学習場面は以下のように想定される。

ＯＥＣＤ（経済協力開発機構）による学習到達度調査は、世界各国の 15 歳の
生徒を対象に３年に１回実施されており、2015 年及び 2018 年はコンピュータを
用いて行われた。日本の順位が下がった一因に、コンピュータの使用に不慣れ
だったことも挙げられている。
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ＧＩＧＡスクール構想

ＩＣＴ教育の環境整備に関する法整備

「学校教育の情報化の推進に関する法律」（令和元年６月施行）

目 的：全ての児童生徒がその状況に応じて効果的に教育を受けることがで

きる環境の整備のため、基本理念、国等の責務、推進計画等を定め

ることにより、施策を総合的かつ計画的に推進

基本理念：
①情報通信技術の特性を生かして、児童生徒の能力、特性等に応じた教育、双方向

性のある教育等を実施
②デジタル教材による学習とその他の学習を組み合わせるなど、多様な方法による

学習を推進
③全ての児童生徒が、家庭の状況、地域、障害の有無等にかかわらず学校教育の情

報化の恵沢を享受
④情報通信技術を活用した学校事務の効率化により、学校の教職員の業務負担を軽

減し、教育の質を向上
⑤児童生徒等の個人情報の適正な取扱い及びサイバーセキュリティの確保
⑥児童生徒による情報通信技術の利用が、児童生徒の健康、生活等に及ぼす影響に

十分配慮

※現在、国において「学校教育情報化推進計画」（基本的な方針、目標等を規

定）を策定中。今後、国の計画を受けて、地方公共団体も策定を進めてい

く。

ＧＩＧＡスクール構想

文部科学省は、令和元年度、「ＧＩＧＡスクール構想」により令和２～５年度

の４年間で全ての小･中学校で１人１端末を整備することを打ち出し、国庫補助

制度を創設した。（計画期間 R2:小 5,6･中 1/R3:中 2,3/R4:小 3,4/R5:小 1,2）

GIGA = Global and Innovation Gateway for All の略
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整備の加速

今年４月、新型コロナウイルス感染症拡大防止のための臨時休校を契機に、

家庭学習での利用を想定して、今年度中に全小中学校への１人１端末整備を行

えるよう、補助対象を拡大した。
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県内のＩＣＴ環境整備の状況

ＩＣＴ環境整備の概要

授業等にＩＣＴを活用できるよう、各学校設置者（市町・県）が、学校に機

器や通信環境を整備している。

○公立小・中学校：県内の全小中学生に整備するには、280,000 台の端末が必要

文部科学省「ＧＩＧＡスクール構想」の加速化（Ｒ２年度補正予算・本資料Ｐ6 参照）

⇒【市町立学校】

・多くの市町では、これまでの予定を前倒しして、生徒１人に対して１端

末（タブレット等）を整備予定。

・国の補助制度はあるが、市町立学校であるため県 からの財政支援は行

っていない。

⇒【県立中等部※、県立特別支援学校小学部・中学部】

・ＧＩＧＡスクール構想を活用した県の令和２年４月補正予算により、今

年度中の１人１端末をはじめオンライン学習に必要な環境の整備を目

指している。（本資料Ｐ20 参照） ※県立高校に併設された中等部

○県立高等学校・県立特別支援学校高等部（ＧＩＧＡスクール構想の対象外）

・令和３年度までに、全ての県立学校へのＩＣＴ機器の整備を進めている。

※無線ＬＡＮアクセスポイントの整備は平成 30年度に全校完了した。

・スマートフォン等生徒個人の端末を授業に利用するＢＹＯＤも進めている。

（本資料Ｐ10 参照）

【参考】教育行政における県と市町の役割分担

・各学校における校舎等の施設・設備の整備や教育課程の決定は、学校設置者が行うこと

となっている。

・小・中学校は市町が、より広域にわたる高等学校・特別支援学校は県が設置する場合が

多いため、本県内のＩＣＴ環境の整備や授業での活用についても、小・中学校について

は市町の取組が、高等学校・特別支援学校については県の取組が、ベースとなっている。

・なお、教職員の任免や給与負担については、財政的要請及び市町を越えた広域的な人事

交流や適正配置を確保するため、県内市町分（政令市除く）を県が一括して行っている。

区 分 整備内容 整備規模

高等学校
プロジェクター 全普通教室に常設
タブレット端末 40 台（16 クラス以上は 80 台）
無線ＬＡＮアクセスポイント ３クラスに１台（移動型）

特別支援学校
高等部

プロジェクター 学年１台（※小規模校は学部１台）
タブレット端末 ８台
無線ＬＡＮアクセスポイント 各校１台（移動型）

Ⅱ 静岡県における取組・１ 各分野における具体的な取組
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本県の状況（全国比較）

（自治体ごと小学校・中学校・高校を合わせた平均を比較）

都道府県ごとのバラツキが大きいが、本県は全国平均前後の項目が多い。

静岡県 5.5 ⼈/台
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県内市町のＩＣＴ環境の整備状況(H31.3) 市町により整備状況の差が大きい

※各市町・組合：小・中・高（設置市のみ）、静岡県：県立学校（中・高・特）の平均を指す
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授業にＩＣＴを活用できる教員の割合

本県の状況 ここ数年間微増を続けているが、全国的に高くはない。

特に、授業にＩＣＴを活用して指導する能力、児童生徒のＩＣＴ

活用を指導する能力の向上を図る必要がある。

※各項目の複数の質問に対して｢できる｣または｢ややできる｣と回答した教員の割合
平成 31 年調査から質問項目が一部変わったため、前年までと単純比較はできない。

「教材研究・指導の準備・評価・校務などにＩＣＴを活用する能力」

「授業にＩＣＴを活用して指導する能力」

「児童生徒のＩＣＴ活用を指導する能力」

出典：学校における教育の情報化の実態等に関する調査（文部科学省）各年 3 月 1 日時点

年 H27 H28 H29 H30 H31

静岡県 58.9% 59.7% 59.9% 60.6% 65.3%

(順位) (42) (41) (43) (41) (41)

全国平均 65.2% 66.2% 66.7% 67.1% 70.2%

年 H27 H28 H29 H30 H31

静岡県 79.7% 81.0% 81.3% 82.5% 84.5%

(順位) (36) (35) (41) (40) (36)

全国平均 82.1% 83.2% 84.0% 84.8% 86.2%

年 H27 H28 H29 H30 H31

静岡県 66.0% 68.0% 69.5% 71.6% 64.9%

(順位) (43) (41) (41) (42) (39)

全国平均 71.4% 73.5% 75.0% 76.6% 69.7%

H31 から「個別最

適化学習」や「協

働学習」での活用

を問う新たな設

問が入り、「でき

る」等と回答する

割合が下がった
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　教員のＩＣＴ活用指導力の現状（Ｈ31.3）詳細
※「できる」または「ややできる」と回答した教員の割合

全国 静岡県

86.2% 84.5%

Ａ１
教育効果を上げるために，コンピュータやインターネットなどの利用
場面を計画して活用する。

83.8% 83.4%

Ａ２
授業で使う教材や校務分掌に必要な資料などを集めたり，保護者・地
域との連携に必要な情報を発信したりするためにインターネットなど
を活用する。

87.9% 87.3%

Ａ３
授業に必要なプリントや提示資料，学級経営や校務分掌に必要な文書
や資料などを作成するために，ワープロソフト，表計算ソフトやプレ
ゼンテーションソフトなどを活用する。

90.1% 88.7%

Ａ４
学習状況を把握するために児童生徒の作品・レポート・ワークシート
などをコンピュータなどを活用して記録・整理し，評価に活用する。

83.2% 80.2%

69.7% 64.9%

Ｂ１
児童生徒の興味・関心を高めたり，課題を明確につかませたり，学習
内容を的確にまとめさせたりするために，コンピュータや提示装置な
どを活用して資料などを効果的に提示する。

81.6% 79.6%

Ｂ２
児童生徒に互いの意見・考え方・作品などを共有させたり，比較検討
させたりするために，コンピュータや提示装置などを活用して児童生
徒の意見などを効果的に提示する。

69.4% 65.9%

Ｂ３
知識の定着や技能の習熟をねらいとして，学習用ソフトウェアなどを
活用して，繰り返し学習する課題や児童生徒一人一人の理解・習熟の
程度に応じた課題などに取り組ませる。

65.5% 60.3%

Ｂ４
グループで話し合って考えをまとめたり，協働してレポート・資料・
作品などを制作したりするなどの学習の際に，コンピュータやソフト
ウェアなどを効果的に活用させる。

62.4% 57.1%

70.2% 65.3%

Ｃ１
学習活動に必要な，コンピュータなどの基本的な操作技能（文字入力
やファイル操作など）を児童生徒が身に付けることができるように指
導する。

77.2% 71.9%

Ｃ２
児童生徒がコンピュータやインターネットなどを活用して，情報を収
集したり，目的に応じた情報や信頼できる情報を選択したりできるよ
うに指導する。

77.9% 74.5%

Ｃ３

児童生徒がワープロソフト・表計算ソフト・プレゼンテーションソフ
トなどを活用して，調べたことや自分の考えを整理したり，文章・
表・グラフ・図などに分かりやすくまとめたりすることができるよう
に指導する。

66.5% 61.2%

Ｃ４
児童生徒が互いの考えを交換し共有して話合いなどができるように，
コンピュータやソフトウェアなどを活用することを指導する。

59.4% 53.2%

80.5% 77.6%

Ｄ１
児童生徒が情報社会への参画にあたって自らの行動に責任を持ち，相
手のことを考え，自他の権利を尊重して，ルールやマナーを守って情
報を集めたり発信したりできるように指導する。

83.1% 80.9%

Ｄ２
児童生徒がインターネットなどを利用する際に，反社会的な行為や違
法な行為，ネット犯罪などの危険を適切に回避したり，健康面に留意
して適切に利用したりできるように指導する。

84.2% 81.3%

Ｄ３
児童生徒が情報セキュリティの基本的な知識を身に付け，パスワード
を適切に設定・管理するなど，コンピュータやインターネットを安全
に利用できるように指導する。

75.9% 71.8%

Ｄ４
児童生徒がコンピュータやインターネットの便利さに気付き，学習に
活用したり，その仕組みを理解したりしようとする意欲が育まれるよ
うに指導する。

78.7% 75.3%

出典：学校における教育の情報化の実態等に関する調査（文部科学省）
文部科学省の公表では、小項目単位での都道府県別の状況が示されていないため、　　　　　　　　　　　　　

上記表中の静岡県の値のうち、大項目の値は「県立学校、33市町立学校及び２政令市立学校」の割合であるが、

小項目（Ａ１～Ｄ４）の値は「県立学校及び33市町立学校」の割合（政令市を含まない）となっている。

　Ａ　教材研究・指導の準備・評価・校務などにＩＣＴを活用する能力

　Ｂ　授業にＩＣＴを活用して指導する能力

　Ｃ　児童生徒のＩＣＴ活用を指導する能力

　Ｄ　情報活用の基盤となる知識や態度について指導する能力
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ＩＣＴに関する教職員への支援

１ 教職員研修

児童生徒の情報活用能力の育成を図り、授業や校務にコンピュータ等の情

報手段が一層活用されるよう、教職員研修を実施している。

※校種の記載がないものは全校種（幼・小・中・高・特）対象。

教職員の研修は任命権者が行うこととなっているため、県内の公立学校・

幼稚園の教職員に対する研修は県が行っている。

※受講者は終了後、所属する学校で校内研修を行い、教職員に研修内容を伝

達。

※その他、初任者研修、新任校長研修など様々な研修の中で、情報教育に関

する講義等を実施。

※ＧＩＧＡスクール構想による端末整備の加速化を受け、整備された機器を

活用するための研修を新設する。

ＩＣＴ機器に関する知識・操作の習得、活用方法

ア ＩＣＴ活用研修Ⅰ－効果的に提示する－
基

礎
主にプロジェクタを活用するための機器操作研修

機器の接続方法・実物投影機等の操作体験等の実習、講義など

イ ＩＣＴ活用研修Ⅱ－タブレット端末の活用－ 基
礎
～
発
展

主にタブレット端末を活用するための機器操作研修

タブレット端末の基本操作・アプリケーションの紹介と操作体験

の実習、講義など

ウ 情報セキュリティ入門研修
基
礎
～

発
展

情報セキュリティの知識を深めるための研修

個人情報の適切な取扱方法や自校で取り組める対策などの講義

エ 新しい時代に向けたＩＣＴ活用研修

発

展

クラウドサービスなど先端技術を活用するための体験型研修

授業・校務にＩＣＴを活用した世界の先進事例紹介、最新アプリ

ケーションを体験する実習など

【次ページ参照】

ＩＣＴを活用した授業力向上

オ ＩＣＴ活用授業力向上研修（高校・特別支援学校）

発

展

高等学校・特別支援学校教員向けＩＣＴ機器を活用した授業研修

公開授業参観、アクティブラーニングでのＩＣＴの効果的活用方

法や授業改善のポイントについての講義など

（前年度にＩＣＴ機器が整備された学校の教職員を対象とする）

プログラミング教育

カ 小中学校における情報活用能力の育成－プログラミング教育－

発

展

小中学校教員向けプログラミング教育指導の研修

代表校による実践発表、プログラミング教育の効果的な方法等の

講義、演習など
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研修名 新しい時代に向けたＩＣＴ活用研修(小中高特)

目 的
・Society5.0 に向けて、新時代の学びを支える先端技術の理解を深め、新

しい時代へ向けた教育への意識向上を図る。

内 容

・講義 教育ビックデータの活用時代にむけた教育の在り方

・実習 新たな学びを実現するアプリケーション体験

マイクロソフトの Forms と One Note の体験

・演習 グループワーク

対 象
校長の推薦があった中堅教員

市町教育委員会指導主事等

世界の先進的なＩＣＴ活用事例

（ニュージーランド・オーストラリア）

【パブリッククラウドとＢＹＯＤを活用した学びの履歴管理】

学習履歴を収集し、ビッグデータとして分析することで、子ども

たちがつまづきやすい部分を明確にし、効果的な指導を行ってい

る様子を紹介

【統合された教育課程管理】

出欠状況や成績等学校で扱う全ての情報が自動化されリアルタ

イムで分析に反映される様子を紹介

国内の事例

【「ステップモデル校プロジェクト」】

ＩＣＴを活用した学び方改革、働き方改革に対する取組を紹介

Forms アンケートなどのフォーム作成ツール。授業において

は、フォームに回答することで、瞬時にクラスの生徒

の理解度を把握することが可能になる。

One Note 情報を整理するためのツール。教室においては、その

場で児童・生徒のアイデアを共有し、分類することが

できる。
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２ ＩＣＴ支援員の設置

教員が学校でＩＣＴ機器を使用する際に、機器の接続・操作方法や不具合

が生じた際の対応について相談できるＩＣＴ支援員を置いている。

（民間企業への委託事業）

対 象：タブレット・プロジェクターを整備した県立学校

期 間：機器整備した当年度または翌年度に利用できる。

必要に応じてＩＣＴ支援員が学校に出向いて対応する。

課題等：現在は、県立学校の機器のトラブル対応が主であるが、ＩＣＴの活

用促進のためには、市町立学校も含め、教材作成など授業への活用

や校務システムの運用の支援、教職員向けの研修会開催など、幅広

に対応できることが望ましい。
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新型コロナウイルス感染症への学校の対応

１ 臨時休校の経緯

(1) 県立学校

(2) 県内 35 市町の学校再開の状況（小・中学校）

※再開日の前後から段階的に実施した市町もある。

２ 臨時休校等の状況

臨時休校期間中は、児童生徒が授業を十分に受けることができないことによって学習

に著しい遅れが生じることのないよう、地域の感染状況や学校、児童生徒の状況等も踏

まえながら、ＩＣＴ等も活用した家庭学習と、教師による学習指導や学習状況の把握の

組合せにより、児童生徒の学習を支援するための必要な措置を講じることとされていた。

３ 再開時の対応

月 日 内 容 備 考

２月 28 日
高校に３月３日から春季休業の開始日までの臨時休校
の実施を通知

３月２日
特別支援学校に３月４日から春季休業の開始日までの
臨時休校の実施を通知

３月 26 日 教育活動再開時の対応を通知

４月３日 時差通学の実施を通知 30 分以上繰下げ

４月６日以降 教育活動再開。入学式等を実施

４月８日 ４月 11 日から４月 26 日までの臨時休校の実施を通知 登校日を設ける

４月 17 日 ５月 10 日まで臨時休校を延長することを通知

４月 30 日 ５月 31 日まで臨時休校を延長することを通知

５月 15 日 ５月 25 日に前倒しして再開することを通知

再開日 市町数

5 月 11 日(月)～ 1

5 月 18 日(月)～ 2

5 月 21 日(木)～ 5

5 月 25 日(月)～ 1

6 月 1 日(月)～ 26

区分 高校 特別支援学校

再開
時期

５月 25 日（月）〈一斉再開〉
・ただし、各学校では５月 18 日（月）から登

校日等を設け、学校再開準備を進める。

５月 25 日(月)〈分散登校による再開〉
・ｽｸｰﾙﾊﾞｽや教室での３密回避のため分

散登校（6月 8 日から一斉登校）

３密
対策

・時差通学や短縮授業の実施
・可能な範囲での少人数学習の実施
・可能な限り常時２方向の換気確保 等

・児童生徒の席は可能な限り距離を確
保（１～２ｍ）

・可能な限り常時２方向の換気確保
等

学習
指導
支援

・授業日数確保のため、長期休業中や土曜日
に授業実施

・放課後補習や家庭学習で活用できる動画等
の学習コンテンツの作成と配信

長期休業、分散登校期間における不足
授業日数を補うため、長期休業を短縮
して授業を実施する。

Ⅱ 静岡県における取組・２ 新型コロナウイルス感染拡大への対応
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令和２年４月補正予算の概要

県では、新型コロナウイルス感染症対策として４月に補正予算を編成しており、教育施

設での感染拡大防止や学校の臨時休業等に対応するための経費を計上した。

１ 教育委員会関連事業 （単位：千円）

２ クラウド学習推進事業費

(1) 事業目的

新型コロナウイルス感染拡大防止のための臨時休校等の対策として、児童生徒の学

びを保障するため、家庭と学校をつなぐオンライン学習に必要な環境を整備する。

(2) 事業概要 （単位：千円）

事 業 名
＜現計額＞

補正額
内 容

特別支援学校等衛生環境改
善事業費

＜－＞
581,600

県立学校における学習空間及びトイレ
の衛生環境を改善する。

e ラーニング教職員研修事業
費

＜－＞
10,300

公立学校の教職員研修をインターネッ
ト環境下で実施できるシステムを整備
する。

衛生用品関連事業費

県立学校新型コロナウイ
ルス感染拡大防止支援事
業費

＜－＞
131,000

県立学校に衛生用品を配布する。

幼稚園等新型コロナ対策
体制整備事業費助成

＜－＞
35,000

公立幼稚園等に対し、衛生用品の購入
費用を助成する。

赤外線カメラ整備関連事業
費 ＜99,880＞

3,000
県立中央図書館に体表面温度を測定す
る赤外線カメラを設置する。県立中央図書館管理運営

費

県立学校臨時休業対策事業
費助成

＜－＞
4,200

県立学校の一斉臨時休業に係る給食の
キャンセル料を助成する。

新型コロナ対策による補習
等支援事業費

＜－＞
58,200

一斉臨時休業に伴い、小・中学校に未
指導分の補習等を支援する学習支援員
を配置する。

クラウド学習推進事業費
＜－＞

117,300
県立学校と家庭をつなぐオンライン学
習に必要な環境を整備する。

家計急変支援関連事業費 ＜557,893＞
94,000

失業及び所得の激減により家計が急変
した世帯の高校生等に対し支援を行
う。高等学校等奨学事業費

計 1,034,600

区 分 内 容 補正額

家庭と学校をつなぐ
オンライン学習環境
整 備

オンライン通信システム（ＷＥＢ会議システム）の
整備
・県立高等学校

2,265

映像配信用機器（カメラ、マイク）の整備
・県立高等学校 ・県立中等部
・県立特別支援学校

4,515

生 徒 １ 人１ 台 端末
整 備

児童生徒が使用するためのタブレットの整備
・県立中等部 ・県立特別支援学校

110,520

計 117,300
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各学校におけるオンライン学習等の実施状況

臨時休業時におけるＩＣＴの活用調査（全国の状況・文科省）

臨時休業に際してデジタル教材を活用している公立学校（小中高）は約３割

ＩＣＴを活用した取組の普及（国）
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臨時休業時におけるＩＣＴの活用調査（県立高校）

１ 県立高校の状況

文部科学省の学習指導等取組状況調査を引用して、県立高校 90 校を対象に

臨時休業期間中のＩＣＴ活用状況を調査した。

（調査時点 ５月 29 日（金）午後４時）

質問 臨時休業においてどのような家庭学習を行ったか。（複数回答）

○集計結果

・全ての学校が「教科書や紙の教材を活用した家庭学習」を実施。

・併せて全ての学校で「授業動画やデジタル教材を活用した家庭学習」等、Ｉ

ＣＴ機器を活用して家庭学習の支援を実施している。使用した教材は下表の

とおり。

・Google for Education：資料作成・共有、質問照会・集計(Form)、オンライン会議(Meet)

等の機能を持つ Suite(ｽｲｰﾄ)や、生徒への一斉連絡や課題の提示・回収等ができる

Classroom など、教育現場に利用しやすい機能がまとまったツール。

・Zoom(ｽﾞｰﾑ)：オンライン会議システム。同時双方向指導に利用できる。

・スタディサプリ：生徒が独習できる学習動画。生徒の履修状況も把握可能。コロナ対策

として学校に期間限定で一部無償公開された。

・Classi(ｸﾗｯｼｰ)：Google for Education やスタディサプリと同様の機能を持つツール。

・ロイロノート・メタモジノート：オンラインでの資料配布・個々の生徒の進捗把握、生

徒による資料作成・共有などができるツール。

・「同時双方向のオンライン指導を通じた学習」（Ｅ）は 34 校（38％）で実施。

○今後の対応

全県立学校でオンライン教室を立ち上げ、日常的にクラス単位で利用できる

ようにする。

区 分 校数 （割合）

Ａ 教科書や紙の教材を活用した家庭学習 90 (100%)

Ｂ テレビ放送を活用した家庭学習 26 (29%)

Ｃ 各学校が独自に作成した授業動画を活用した家庭学習 66 (73%)

Ｄ 上記（Ｃ）以外のデジタル教科書やデジタル教材を活用した

家庭学習
45 (50%)

Ｅ 同時双方向型のオンライン指導を通じた家庭学習 34 (38%)

Ｆ その他 3 (3%)

Google
Suite

Zoom Classi ｽﾀﾃﾞｨｻﾌﾟﾘ ﾛｲﾛﾉｰﾄ ﾒﾀﾓｼﾞﾉｰﾄ

63 校 46 校 33 校 32 校 4校 2 校
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２ 支援を必要とした学校とその対応

照会に対して全 90 校のうち 52 校で、機器や教材の使い方等の支援が必要な

場合があったと回答しており、活用を進めたものの対応に苦慮する学校が多い

ことが見受けられた。

学校への支援策として、臨時休業開始当初から、要望があった学校に県教委

から職員を派遣して個別に課題解決・改善を図るとともに、４月下旬に、県立

学校の教職員向けの支援サイトを立ち上げた（関係者のみ閲覧可）。

○家庭での学習や校務継続のためのＩＣＴの積極的活用サイト

【掲載内容 例】

・臨時休業期間におけるインターネットを利用した生徒の学習・生活支援

（動画による説明）

（1) パワーポイントを使って授業を構想し、グーグルドライブを活用して配

信する方法

(2) Zoom（クラウドミーティングアプリ）を使って、教員と生徒が双方向で

やり取りを行う方法

・ＩＣＴを活用した家庭学習支援（書面）

双方向で遠隔学習を実施している学校の紹介

・生徒にクラウドサービスを利用させる場合の注意点（書面）

・遠隔通信における著作物の取扱い（書面）

今年度に限り特例で無償で利用できる具体例などを説明
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ＩＣＴを活用した取組の普及（県）

臨時休校を受け、県のホームページで、以下の児童生徒や教員、保護者が利

用できるコンテンツを紹介している（コンテンツは随時追加）。

○家庭でできる学習支援コンテンツ

（https://www.pref.shizuoka.jp/kyouiku/gakusyuusien.html）

（https://gakusyu.shizuoka-c.ed.jp/index.htm）

・国語、社会、算数・数学、理科、英語の教科に分かれて、問題や説明などの

教材が掲載され、好きなところから学ぶことができる。

・「Friend」「Adventure」などの分野ごと、簡単な解説を添えておすすめの本を

紹介。

○「ほんつなぎ」のページ

(http://bb.pref.shizuoka.jp/channel/detai

l.asp?pg=1&arcdid=12F5ANsjVARZHV&arcid=12）

・教員が動画でおすすめの本を紹介
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（https://www.mext.go.jp/a_menu/ikusei/gakusyushien/index_00001.htm）

・文部科学省のまとめサイト。外部サイトとのリンクも含め、学習動画や教員

向け教材などを掲載。

（https://www.learning-innovation.go.jp/covid_19/?fbclid=IwAR3FsXLqtJvCmkldMOt0KYflCN

42bewTltyuGFkJUZqHztI-MFEQL1Qqu80）

・経済産業省のページ。「未来の教室」実証事業でのＩＣＴを活用した学校や企

業の取組やサービスを紹介。

（http://www.at-s.com/blogs/nie/work/work.html）

・静岡新聞社のページ。記事を読んで問いに答える学年・教科別のワークシー

トやコラムを要約してまとめるワークシートなどを掲載。
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ＩＣＴ活用の例（オンライン学習のための動画配信）

○県立掛川西高等学校の取組（教育新聞 令和２年５月 21 日刊）
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静岡県ＩＣＴ教育推進協議会

１ 目的

静岡県の教育のＩＣＴ化を推進するため、ＩＣＴ教育のためのインフラ、

端末、教材、校務系システムの導入等に関する経費・人的な面での効率化や

先進技術の共有化を図り、地域全体として格差を生まない整備に取り組むと

ともに、県内自治体の学校・行政運営の高度化・簡素化・効率化を推進する。

２ 体制（令和２年５月設置・次頁参照）

３ 事業内容

・教育のＩＣＴ化を推進するための情報共有、情報提供、研修

・ＩＣＴ機器の整備等に向けた標準的な要求仕様策定や広域での共同調達の

支援

・教育のＩＣＴ化を推進するために県と市町が協働して実施する実証研究

具体的な協議内容（案）

今後、市町の意見を踏まえて進めていく。

・ＩＣＴ機器を利用した授業展開

・ＩＣＴ支援員の活用策

・プログラミング教育推進についての協議、その上での教育用アプリ、学習

系システム等選定の方向性の決定

・ＧＩＧＡスクール構想に基づく端末整備に関する意見交換

（速やかな整備への対応等）

・共同調達に係る調整

（各市町の予算・出納スケジュールの相違を踏まえた対応検討） など

Ⅱ 静岡県における取組・３ 市町との連携
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名 称 静岡県ＩＣＴ教育推進協議会

設立年月日 令和２年５月 29 日

区 分 内 容

会 長 静岡県教育委員会教育政策課長

事 務 局 静岡県教育委員会教育政策課ＩＣＴ教育推進室

会 員
普通会員：静岡県内市町教育委員会情報主管課職員

特別会員：情報関連企業等（会長が認めた団体）

目的別専門部会

共通の目的を持つ普通会員・市町関係職員・特別会員、事

務局

現在までの活動（情報共有調査）

・協議会への意見

・経済産業省ＥｄＴｅｃｈ実証事業の実施意向

・国補正予算への対応方針

・市町教委のインターネット接続環境

タスクフォース

会長が指名する者

現在までの活動（協議会設立前に庁内関係者で実施）

・家庭でのオンライン学習対応にかかる調整

参加者：総合教育センター、高校教育課、教育政策課

・経済産業省ＥｄＴｅｃｈ実証事業の応募

参加者：高校教育課、特別支援教育課、義務教育課、教育政策課

ア ド バ イ ザ ー 県内大学有識者を選定

部 局 連 携 静岡県経営管理部ＩＣＴ推進局ＩＣＴ政策課・電子県庁課
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